


コ
ロ
ナ
感
染
防
止
の
た
め
の
自
粛

要
請
な
ど
で
営
業
と
生
活
が
深
刻
な

影
響
を
受
け
、
多
く
の
家
庭
で
家
計

が
圧
迫
さ
れ
て
い
ま
す
。

文
科
省
は
３
月

日
、
学
校
の

24

教
育
活
動
再
開
に
向
け
て
の
留
意
事

項
を
整
理
し
た｢

学
校
再
開
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン｣

を
出
し
ま
し
た
が
、
そ
の

な
か
で
、
就
学
援
助
等
に
関
す
る
配

慮
点
が
示
さ
れ
て
い
ま
す
。(

表)

。

就
学
援
助
制
度
は
市
区
町
村
で
さ

だ
め
た
所
得
水
準
に
合
致
す
る
保
護

者
を
対
象
に
、
給
食
費
や
学
用
品
、

修
学
旅
行
費
な
ど
に
支
給
さ
れ
ま

す
。
一
般
的
に
前
年
度
の
年
収
で
認

定
さ
れ
る
仕
組
み
で
す
が
、
家
計
が

急
変
し
た
際
に
、
そ
れ
に
応
じ
た
支

給
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

｢

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン｣

で
は
、
従
来
の

仕
組
み
に
つ
い
て
、
申
請
期
間
を
延

長
す
る
な
ど
柔
軟
に
運
用
す
る
よ
う

求
め
る
と
と
も
に
、
前
年
度
の
収
入

に
こ
だ
わ
る
こ
と
な
く
、
年
度
途
中

で
も
、
家
計
が
困
難
な
場
合
は
「
速

や
か
に
認
定
し
、
必
要
な
援
助
を
行

う
こ
と｣

と
し
て
い
ま
す
。

制
度
の
活
用
に
つ
い
て
は
、
檜
山

教
組
の
町
代
表
会
議
で
も
話
題
に
取

り
上
げ
ら
れ
て
い
ま
し
た
。
議
論
の

な
か
で
、｢

弾
力
的
な
運
用｣

の
周
知

が
大
事
と
の
指
摘
が
あ
り
、
各
町
の

と
り
く
み
状
況
を
把
握
す
る
必
要
が

強
調
さ
れ
ま
し
た
。

あ
る
町
で
は
、｢

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン｣

の
趣
旨
を
受
け
、
就
学
援
助
の
積
極

的
活
用
を
促
す
た
め
、
町
内
の
全
保

護
者
へ
の
案
内
を
す
す
め
て
い
る
と

い
う
報
告
が
寄
せ
ら
れ
て
い
ま
す
。

子
ど
も
の
生
活
と
学
習
を
支
え
る

上
で
、
就
学
援
助
制
度
は
要
で
す
。

コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
家
計
圧
迫
の
現
実

に
目
を
向
け
、
子
ど
も
た
ち
が
背
負

う
生
活
実
態
と
向
き
合
う
作
業
は
、

教
育
の
大
切
な
営
み
の
一
つ
で
す
。

５
月

日
、
連
絡
会
を
構
成
す

19

る
全
北
海
道
労
働
組
合
総
連
合
、
新

日
本
婦
人
の
会
、
北
海
道
高
等
学
校

教
職
員
組
合
、
全
北
海
道
教
職
員
組

合
の
４
団
体
は
、
学
校
再
開
に
向
け

た
緊
急
要
望
書
を
知
事
と
教
育
長
に

提
出
し
ま
し
た
。
記
者
会
見
が
新
聞

や
テ
レ
ビ
で
も
報
道
さ
れ
ま
し
た
。

要
望
事
項(
骨
子)

は
表
の
と
お
り

で
す
。

２０２０年６月１日 ひ や ま 第３号

教育予算をＯＥＣＤ並みに増やせば可能です
●公財政教育支出の対ＧＤＰ比（2016年）
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（出典：ＯＥＣＤ「図表で見る教育」2019年度版）

（％）

国内総生産（ＧＤＰ）に占める、

教育に対する公財政支出（国と

地方の合計）の割合

2021年度政府予算にむけた文部科学省概算要求に対する要請署名

教
育
予
算
を
ふ
や
し
て
、
み
ん
な
の
笑
顔
か
が
や

く
楽
し
い
学
校
を
つ
く
り
た
い
！

そ
の
た
め
毎

年
、
次
年
度
の
概
算
要
求
期
に
む
け
た｢

え
が
お
署

名｣

に
と
り
く
ん
で
い
ま
す
。

各
省
が
、
財
務
省
に
対
し
て
お
こ
な
う
、
翌
年
度

の
事
業
に
対
す
る
予
算
要
求
が｢

概
算
要
求｣

で
す
。

ゆ
き
と
ど
い
た
教
育
を
実
現
す
る
た
め
に
は
、
こ
こ

に
私
た
ち
の
要
求
を
反
映
さ
せ
る
こ
と
が
重
要
に
な

り
ま
す
。

コ
ロ
ナ
禍
の
大
変
な
事
態
に
直
面
す
る
現
在
、
教

育
無
償
化
、
教
職
員
定
数
の
抜
本
改
善
、
教
育
予
算

の
増
額
を
図
る
こ
と
は
、
い
よ
い
よ
切
実
で
す
。

署
名
へ
の
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。
最
寄
り
の

組
合
員
か
檜
山
教
組
に
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

(

７
月
末
日
ま
で
の
集
約
予
定
で
す)

要求事項

１． 教育の機会均等を保障するための条件整備をおこなうこと
①国の責任で就学援助制度を拡充すること

②必要とするすべての高校生・大学生が受けられるよう、給付奨学金を拡充すること
③高等学校等就学支援金制度の所得制限を撤廃し、公私ともに学費の無償化を前進させる
こと。

④高額すぎる大学等の授業料を引き下げること
２． 教職員の長時間過密労働を解消し、ゆきとどいた教育をすすめるため、正規の教職員を大
幅に増やすこと

３． 国の責任で、小・中学校および高校の全学年で３５人以下学級を実現すること

４． 特別支援学級の編成標準を6人に改善すること
5． 特別支援学校の設置基準を策定して必要な学校建設をすすめ、過大・過密の解消をはか
る こと

6． 東日本大震災・福島原発事故や自然災害など被災地の子どもを守るため、学校と地域の
復 旧・復興をすすめること

家
計
急
変

柔
軟
で
必
要
な
対
応
を入学や新学期開始に際し、就学援助等の認定及

び学用品費、学校給食費等の支給について、以下の
点に配慮すること。
・家庭や学校の状況等により、やむを得ず市町村

等 における申請期日までに申請書の提出が難し
い 場合には申請期間を延長するなど、可能な限
り柔 軟な対応を行うこと。また、新型コロナウイル
ス感 染症の影響等により家計が急変し、年度の
途中に おいて認定が必要とする者については、
速やかに 認定し、必要な援助を行うこと。

(学校再開ガイドライン／2020年3月24日/文科省)

就学援助

学

校

再

開

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

条
件
整
備
な
ど
道
・
道
教
委
へ
緊
急
要
望

ゆ
き
と
ど
い
た
教
育
を
す
す
め
る
北
海
道
連
絡
会

１．長期的な視野で児童生徒のいのちと健康・安全を確保する

た めの必要な条件整備を行うこと

２．地域や子どもの実態を踏まえた各校の教育課程の編成・実

施と弾力的運用について尊重し、とりくみを支援すること

３．教職員の勤務や感染防止対策について、教職員増員配置、

非常勤職員の労働条件確保、学力向上等指定事業の見送

り、免許更新制実施の凍結を求めること

４．収入が激変した世帯の子どもたちの、教育を受ける権利を

保 障すること(就学支援・奨学給付金等への援助、就学援助

の 申請期間延長、準要保護世帯の所得基準の引き下げな

ど)

５．高校や大学への進学、就職等進路保障に関して、今年度卒

業生に不利益が生じないよう必要な措置を講じること(公立

高校入試の出題範囲の見直しなど)

６．学童保育の指導員増員など市町村の環境整備を支援する

こ と。対応時間の延長実施に伴う支援をすること

７．部活動再開にあたっては、児童生徒のいのちと健康・安全

の 確保、学習保障、感染防止策に教職員が集中できる観点

を 貫くよう、周知徹底すること

８．新たに始まる出退勤管理システム運用を凍結し、試行的に

実 施する場合でも、現場に負担をかけないようにすること。

９．｢１年単位の変形労働時間制｣導入議論は感染終息まで行


